
事業者名：

役 　  職：

氏　　 名：

１． ○ 道路運送法 第 4条

２． × 道路運送法 第 7条

３． × 道路運送法 第 9条の２

４． × 道路運送法 第 11条

５． ○ 道路運送法 第 13条

６． ○ 道路運送法 第 16条

７． × 道路運送法 第 20条

８． ○ 道路運送法 第 22条

【令和８年８月実施】

一般旅客自動車運送事業者は、運送約款を定め、国土交通大臣の許可を受けなけ
ればならない。

一般旅客自動車運送事業者は当該運送に適する設備がないときは、運送の引受け
を拒絶することができる。

一般貸切旅客自動車運送事業者は事業計画に定めるところに従い、その業務を行
わなければならない。ただし、天災その他やむを得ない場合はこの限りではない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、営業区域内から営業区域外への運送は行える
が、営業区域外から営業区域内への運送は行えない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、輸送の安全の確保が最も重要であることを自
覚し、絶えず輸送の安全性の向上に努めなければならない。

試　験　問　題

解答欄

一般貸切旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、道路運送法に規定されてい
る一般貸切旅客自動車運送事業の許可を受けなければならない。

一年以上の拘禁刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ
た日から一年を経過していれば、一般貸切旅客自動車運送事業の許可を受けること
ができる。

一般貸切旅客自動車運送事業の運賃及び料金は、利用者との間の契約に基づき運
送ごとに設定し、運送終了後に国に報告しなければならない。

【正誤問題】
解答欄に、正解は〇、間違いは×を付けて下さい。



９． × 道路運送法 第 22条の２

１０． × 道路運送法 第 29条

１１． × 道路運送法 第 33条

１２． × 道路運送法 第 35条

１３． ○ 道路運送法 第 40条

１４． ○ 道路運送法 第 95条

１５． ×
道路運送法施行規則 第
4条

１６． ○
道路運送法施行規則 第
25条

１７． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 3条

１８． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 10条

貸切バスが車両火災を引き起こした場合、旅客に被害がなければ事故報告は不要
である。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、営業所ごとの配置車両が十両を超えた場合の
み、安全統括管理者を選任しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、無償である場合に限り、その名義を他人に利
用させることができる。

一般貸切旅客自動車運送事業者は管理の受託及び委託については、国土交通大
臣の認可を受けなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者が許可に付された条件に違反したときは、許可の
取り消しを受ける場合がある。

事業用自動車を使用するものは、その自動車の外側に、使用者の氏名、名称又は
記号その他の国土交通省令で定める事項を見やすいように表示しなければならな
い。

一般旅客自動車運送事業者は、運賃及び料金又は払戻に関する事項について、事
業計画に定めなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業廃止届出書には、「廃止する理由」を記載する必要が
ある。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、旅客に対する取扱いその他運輸に関して苦情
を受け付けた場合には、法令に掲げる事項を営業所ごとに記録し、かつ、その記録
を整理して六ヶ月間保存しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運賃又は料金を収受した場合は、運賃又は料
金の計算基礎を記載した領収証を発行しなければならない。ただし、運賃及び料金
の額を記載した運送引受書を交付した場合は、この限りでない。



１９． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 18条

２０． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 21条

２１． ×

旅客自動車運送事業運
輸規則
旅客自動車運送事業運
輸規則の解釈及び運用
について 第 24条

２２． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 26条

２３． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 28条

２４． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 36条

２５． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 38条

２６． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 42条

２７． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 47条の７

２８． ×
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 47条の9

一般貸切旅客自動車運送事業者は、運行の主な経路における道路及び交通の状況
を事前に調査し、かつ、その経路の状態に適すると認められる自動車を使用しなけ
ればならない。

日々雇い入れられる者や二月以内の期間を定めて使用される者は貸切バスの運転
者として選任できない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、五十五才以上の運転者に対して、事業用自動
車の運行の安全を確保するために遵守すべき事項について特別な指導を行い、か
つ、国土交通大臣の認定を受けた適性診断を受けさせなければならない。

旅客自動車運送事業者は、事業用自動車内に乗務員の氏名を掲示する必要はな
い。

一般貸切旅客自動車運送事業者は毎事業年度の経過後に輸送の安全に関する基
本的な方針その他の輸送の安全にかかわる情報を公表しなければならない。なお、
その内容を国土交通大臣に報告する義務はない。

一般貸切旅客自動車運送事業の運行管理者が運行管理者資格者証の返納を命ぜ
られた場合、その日から二年を経過した者であれば、事業者の運行管理を補助する
者に選任することができる。

旅客自動車運送事業者は、過労の防止を十分考慮して、国土交通大臣が告示で定
める基準に従って、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗務時間を定め、当該
運転者にこれらを遵守させなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運転者が乗務した場合は、当
該自動車の平均速度、運行距離及び運行時間を運行記録計により記録し、かつ、こ
の記録を一年間保存しなければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、事業用自動車の運行を中断したときは、当該
自動車に乗車している旅客のために旅客の運送を継続すること等適切な処置をしな
ければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、乗務しようとする運転者に対して原則、対面に
よる点呼を行い、事業用自動車の運行の安全を確保するために必要な指示を与え
なければならないが、営業所において乗務を開始または終了する場合であって、早
朝・深夜等営業所に運行管理者が不在となる場合については、電話による点呼でも
差し支えない。



２９． ○
旅客自動車運送事業運
輸規則 第 50条

３０． ×
旅客自動車運送事業等
報告規則 第 2条

３１． ○
道路運送車両法 第 47
条の2

３２． ○
道路運送車両法 第 52
条

３３． ×
自動車運転者の労働時
間等の改善のための基
準 第 5条

３４． ○
自動車運転者の労働時
間等の改善のための基
準 第 5条

３５． ○
輸送の安全を確保する
ための貸切バス選定・利
用ガイドライン

「輸送の安全を確保するための貸切バス選定・利用ガイドライン」は、安全や利用者
サービスの向上に意欲的に取り組んでいる貸切バス事業者が利用者に選択される
ことを促進することを目的としている。

一般貸切旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の連続運転時間は、４時間
以内である。

一般貸切旅客自動車運送事業者の運転者は、乗務中は運行指示書を携行しなけれ
ばならない。

旅客自動車運送事業者は前年４月１日から３月３１日までの期間に係る事業報告書
を提出しなければならない。

自動車の使用者は、自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切な時期
に、国土交通省令で定める技術上の基準により灯火装置の点灯、制動装置の作動
その他の日常的に点検すべき事項について、目視等により自動車を点検しなければ
ならない。

一般貸切旅客自動車運送事業者は、整備管理者を選任したときは、その日から十五
日以内に、地方運輸局長にその旨を届け出なければならない。

一般貸切旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の１日の拘束時間は、１３
時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間
は１８時間とすること。



３６.

道路運送法２条

３７.

道路運送法１０条

３８.

運輸規則７条

【選択問題】
次の法令の（　　　）にあてはまる言葉を下から選び、記号を入れて下さい。

「旅客自動車運送事業」とは、（　　　）に応じ、有償で、自動車を使用して旅客を運送する事業を
いう。

一般貸切旅客自動車運送事業を休止または廃止しようとする場合、休止または廃止しようとす
る日の少なくとも（　　　）日前までに、営業所その他の事業所において公衆に見えやすいように
掲示しなければならない。

アア．七　　イ．十　　ウ．三十

一般旅客自動車運送事業者は、旅客に対し、収受した運賃又は料金の（　　　）をしてはならな
い。

ア．割引　イ．払戻し　ウ．割戻し ウ

ア．自己の目的　イ．他人の需要　ウ． 自治体等の要請 イ



３９.

運輸規則第４１条

４０.

旅客自動車運送事業者
が事業用自動車の運転
者に対して行う指導及び
監督の指針第２章２．

２０時間

事業者が省令で定める特別な指導として、初任運転者に対して行う安全運転の実技は何時間
以上実施しなければならないか。正しい時間を記載しなさい。

【筆記問題】

旅客自動車運送事業者は、乗務員等が事業用自動車の運行の安全の確保のために遵守すべ
き事項及び乗務員等の（　　）についての規律を定めなければならない。

服務


